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荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会



水防災意識社会 再構築ビジョン

関東・東北豪雨を踏まえ、新たに として、全ての直轄河川とその沿川
市町村（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。
＜ソフト対策＞ ・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある

「住民目線のソフト対策」へ転換し、平成28年出水期までを目途に重点的に実施。

＜ハード対策＞ ・「洪水を安全に流すためのハード対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を
軽減する「危険管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。

主な対策
各地域において河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。
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住民目線のソフト対策

〇水害リスクの高い地域を中心に、スマートフォンを活用したプッシュ型の洪水予報の配信など、住民が
自らリスクを察知し主体的に避難できるよう住民目線のソフト対策に重点的に取り組む。

※荒川では想定最大規模降雨を前提とした
洪水浸水想定区域はH28.5に公表済み 2

→H29.5開始

→設置済み※

→H29.5に公表



大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方 答申
～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築～

〇行政・住民・企業等の各主体が水害リスクに関する知識と心構えを共有し、氾濫した場合
でも被害の軽減を図るための、避難や水防等の事前の計画・体制、施設による対応が

備えられた社会を目指す。

〇対応すべき課題
➢危険な区域からの立ち退き避難 ➢水防体制の弱体化

✓市町村・住民等の適切な判断・行動 ➢住まい方や土地利用における水害リスクの認識の不足

✓市町村境を超えた広域避難 ➢「洪水を河川内で安全に流す」施策だけで対応することの限界

〇住民目線のソフト対策への転換
これまでの河川管理者等の行政目線のものから住民目線のものへ

と転換し、利用者のニーズを踏まえた真に実践的なソフト対策の展開
を図る

➢円滑かつ迅速な避難の実現
・家屋倒壊危険区域等、立ち退き避難が必要な区域を表示するなど、
避難行動に直結したハザードマップに改良
・広域避難等の計画づくりを支援する協議会等の仕組みの整備
・スマートフォン等を活用したプッシュ型の河川水位情報の提供 等

➢的確な水防の推進
・水防体制を確保するための自主防災組織等の水防活動への参画等

➢水害リスクを踏まえた土地利用の促進
・開発業者や宅地の購入者等が、土地の水害リスクを容易に認識する
ため、様々な場所での想定浸水深の表示
・不動産関連事業者への洪水浸水想定区域の説明会等の開催 等

〇危機管理型ハード対策導入
従来の「洪水を河川内で安全に流す」対策に

加え、氾濫した場合にも被害を軽減する「危機管
理型ハード対策」を導入する

➢減災のための危機管理型ハード対策の導入

・越水等が発生した場合でも決壊までの時間を
少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する
対策の推進

・堤防構造の工夫や氾濫水を速やかに排水する
ための排水対策等の「危機管理型ハード対策」
とソフト対策を一体的・計画的に実施するため
の仕組みの構築 等
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荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会

■荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会
荒川水系（埼玉県域）においては、埼玉県内の４４市町、埼玉県、気
象庁熊谷地方気象台、独立行政法人水資源機構、関東地方整備局
で構成される減災対策協議会を平成28年5月31日に設立した。

平成28年9月28日に「減災に係る取組方針」を策定した。

■ 参加機関
さいたま市、川越市、熊谷市、川口市、行田市、加須市、東松山市、春
日部市、羽生市、鴻巣市、深谷市、上尾市、草加市、越谷市、蕨市、戸
田市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久喜市、北本市、八
潮市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、吉川市
、ふじみ野市、白岡市、伊奈町、三芳町、毛呂山町、越生町、川島町、吉
見町、鳩山町、寄居町、宮代町、杉戸町、松伏町、埼玉県危機管理防災
部・県土整備部、気象庁熊谷地方気象台、独立行政法人水資源機構（
荒川ダム総合管理所・利根導水総合事業所）、国土交通省関東地方整
備局（荒川上流河川事務所・荒川下流河川事務所・二瀬ダム管理所）

第１回協議会（平成28年5月31日） 第２回協議会（平成28年9月28日）
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第３回協議会（平成29年6月1日）

■ これまでの減災対策協議会
 第１回協議会【平成28年5月31日】
・協議会規約（案）の承認
・水害リスク情報や取組状況の共有
・減災のための目標（案）について

 第２回協議会【平成28年9月28日】
・減災に係る取組方針（案）の承認

 第３回協議会【平成29年6月1日】
・減災に係る取組の実施状況の確認
・今後のスケジュールの承認
・洪水ハザードマップ更新依頼
・水防法の一部改正
・PUSH型洪水情報の配信について

 第４回協議会【平成30年5月22日】
・減災対策協議会規約および取組方針の見直し
・減災に係る取組の実施状況について
・平成２９年台風第２１号出水概要

第４回協議会（平成30年5月22日）



減災対策協議会４４市町の位置図

荒川下流管理区間

荒川上流管理区間

凡例

流域界

基準水位観測所*#

直轄管理区間

1級河川

その他河川

協議会構成44市町

Ａブロック

Ｂブロック

Ｃブロック

都道府県界

市区町村界

堤防

No. ブロック 市町名 No. ブロック 市町名

1 Ａ さいたま市 25 Ｂ 富士見市

2 Ｂ 川越市 26 Ａ 三郷市

3 Ａ 熊谷市 27 Ａ 蓮田市

4 Ａ 川口市 28 Ｃ 坂戸市

5 Ａ 行田市 29 Ａ 幸手市

6 Ａ 加須市 30 Ｃ 鶴ヶ島市

7 Ｃ 東松山市 31 Ａ 吉川市

8 Ａ 春日部市 32 Ｂ ふじみ野市

9 Ａ 羽生市 33 Ａ 白岡市

10 Ａ 鴻巣市 34 Ａ 伊奈町

11 Ａ 深谷市 35 Ｂ 三芳町

12 Ａ 上尾市 36 Ｃ 毛呂山町

13 Ａ 草加市 37 Ｃ 越生町

14 Ａ 越谷市 38 Ｃ 川島町

15 Ａ 蕨市 39 Ｃ 吉見町

16 Ａ 戸田市 40 Ｃ 鳩山町

17 Ｂ 朝霞市 41 Ｃ 寄居町

18 Ｂ 志木市 42 Ａ 宮代町

19 Ｂ 和光市 43 Ａ 杉戸町

20 Ｂ 新座市 44 Ａ 松伏町

21 Ａ 桶川市 ブロック 市町数

22 Ａ 久喜市 Ａ 27

23 Ａ 北本市 Ｂ 8
24 Ａ 八潮市 Ｃ 9

減災対策協議会構成市町

No. 河川名
基準水位
観測所名

観測所位置 受け持ち区間

① 荒川
アラカワ

治水
ヂスイ

橋
バシ

41.6k+290m 28.8k～48.0k

② 荒川
アラカワ

熊谷
クマガヤ

76.4k+130m 48.4k～89.8k

③ 入間
イルマ

川
ガワ

菅間
スガマ

5.8k+30m 0.0k～7.8k

④ 入間
イルマ

川
ガワ

小ヶ谷
オガヤ

14.4k+100m 8.0k～16.0k

⑤ 越辺川
オッペガワ

入
ニッサイ

西 11.6k+35m -2.0k～15.0k

⑥ 小
コ

畔
アゼ

川
ガワ

八幡
ヤハタ

橋
バシ

4.4k+5m 0.0k～5.3k

⑦ 都幾川
トキガワ

野本
ノモト

1.4k+190m 0.0k～6.6k

⑧ 高麗川
コマガワ

坂戸
サカド

0.4k+100m 0.0k～6.4k
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「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画の改定について
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画について
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ハード対策の主な取組

洪水を河川内で安全に流す対策

危機管理型ハード対策

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

ソフト対策の主な取組

排水作業準備計画(案)の作成及び排水訓練の実施

既設ダムの危機管理型運用方法の確立

より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

防災教育や防災知識の普及

現在

的確な避難行動を取るための情報提供

避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

浸水リスク情報の周知、避難行動支援

(新)広域避難計画に必要となる避難場所、避難路の整備

(新)防災施設の機能に関する情報提供の充実

(新)河川監視用カメラ等の情報提供の拡充
(新)洪水予測や河川水位の状況に関する解説

(新)避難訓練等の実施による避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認及び見直し

(新)応急的な退避場所の確保
(新)避難訓練への地域住民の参加促進
(新)高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組の実施及び要配慮者利用施設等の避難にお
ける地域との連携事例の共有

(新)地区防災計画の作成や地域の防災リーダー育成に関する支援
(新)地域防災力の向上のための人材育成

(新) 多数の家屋や重要施設等の保全対策等（樹木伐採、河道掘削）

(新)ダム放流情報を活用した避難体系の確立



荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針【骨子（改定案）】

■荒川水系（埼玉県域）の特徴
○ 埼玉県の主要部を貫流し、背後の低平地の市街化が進み人口・資産が集積している。
○ 計画断面に対して堤防高・幅が不足している区間があり、支川上流部等では無堤部も存在。（堤防整備率本川約59%、支川約86%）
○ ひとたび堤防が決壊すれば、広範囲が浸水し甚大な人的、物的被害が発生するとともに、復旧・復興には多大の費用と時間を要することが想定される。
○ 比較的大きな流域を持つ支川入間川が中流部で合流（多数の支川入間川を含めて５河川を直轄管理）。降雨形態により本川型、支川型の洪水となる場合がある。

■ 水害リスクや解決すべき課題
○ 氾濫特性としては、荒川本川の入間川合流点下流は「拡散型」であり、合流点上流左岸は「広域拡散型」、右岸は「拡散貯留型」、その他は山付きや支川堤防による

「貯留型」の様相を呈している。
○ 荒川本川左岸上流の広域拡散型氾濫では、氾濫水は極めて広範囲に時間差をもって広がり、河川に接していない多くの市町が広域にわたり浸水する（想定最大規
模の洪水時には１地点の破堤で最大約２４自治体が浸水）。

○ 貯留型氾濫形態の箇所では、浸水深が深くなるとともに市町によっては全域もしくは広範囲にわたり長時間浸水し、隣接する市町への広域避難が必要な場合も想定
される。

○ 荒川等の水位が高くなると中小河川の自然流下が困難となり、水位が高い状態が長く続くため内水被害が発生する恐れがある。貯留型氾濫形態の箇所では、氾濫
水の排水も容易ではない。

○ 近年破堤を伴う大規模氾濫が発生していないため、荒川で水害が発生することの認識が低い。
○ 高齢化等による水防団員の減少が顕著である。

■ 概ね５年で実施する主な取組 赤文字：緊急行動計画改定による主な変更

【ハード対策】
○ 優先的に実施する堤防整備、多数の人命被害が生じる区域の堤防強化対策、橋梁
部周辺対策の実施 （洪水を安全に流す対策）

○ 堤防天端の保護、裏法尻の補強（危機管理型ハード対策）

② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動等の
取組

○ 水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間や重要水防箇所の共同
点検

○ 水防団強化を目的とした、広報の充実(水防団確保)、水防団間での連携・協力に関
する検討及び関係機関が連携した実働水防訓練の実施、訓練内容の改善

○ 既存ダムの機能を最大限活用する運用方法の検討等

③ 一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排
水活動の取組

○ 既存排水施設、排水ポンプ車等を活用した排水作業準備計画の策定
○ 排水作業準備計画に基づく排水訓練の実施

【ソフト対策】
① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
〇 災害時の情報発信における地元メディアとの連携強化

〇 市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実
〇 氾濫ブロック・区間に応じたきめ細やかな危険水位設定
〇 浸水被害軽減地区指定にむけた箇所の抽出及び情報提供の実施、課題の共有を踏ま
えた指定

〇 広域避難計画の策定、市町間の協定締結
〇 平常時から住民に水害リスクを分かりやすく伝える「まるごとまちごとハザード
マップ」の推進及び設置事例や利活用事例の共有

〇 要配慮者利用施設の避難計画の作成および訓練の支援
〇 避難場所の絶対数が不足する地域における既存施設の避難場所としての活用及び民
間施設を活用した事例や調整内容、協定の締結等の情報提供

〇 教員を対象とした講習会の実施、小学生、中学生を対象とした防災教育の実施・支援及
び先進的な事例の共有

〇 危機管理型水位計やCCTVカメラの設置、監視機能強化等
〇 排水機場の耐水化や水門・機場等の遠隔操作を確実に行える対策（二重化）の実施
〇 河川防災ステーションの整備や円滑な水防活動等の活用方策検討、堤防天端上の

車両交換場所等の整備

■ ５年間で達成すべき目標
荒川水系（埼玉県域）の大規模水害に対し、
｢逃げ遅れゼロ｣、｢社会経済被害の最小化｣を目指す。

大規模水害・・・・・・・・・・・想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害
逃げ遅れゼロ・・・・・・・・・・避難行動が遅れ人命にかかわるような逃げ遅れをなくす
社会経済被害の最小化・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動を再開できる状態
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取組の実施状況
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１）ハード対策の主な取組
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大久保樋管

さいたま市

１） 洪水を河川内で安全に流す対策

• 優先的に実施する堤防整備【取組１】

 羽倉橋より上流の堤防の幅、高さが不足している箇所について、堤防整備を実施中。

（さいたま築堤：上流の開平橋～下流の羽根倉橋までの左右岸堤防）

11

実施位置

H30年度工事実施箇所

※さいたま築堤として整備された堤防は平成３０年度より事業化された荒川第二・三調節池の周囲堤として機能します。

さいたま築堤区間

さいたま築堤区間

川越市

完成箇所

未完成箇所
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 笹目橋上流側左右岸において局所的に堤防が低く越水のおそれのある箇所を盛土等により堤防の
高さを確保する。武蔵野線橋梁右岸部対策も平成30年度に完了。

実施箇所

舗装済み

左岸整備状況（H31.1.9時点）

事業箇所（左岸全景）

• 橋梁部周辺対策の実施【取組２】

堤防が局所的に低い

①

①

堤防の高さ確保

②

②

１） 洪水を河川内で安全に流す対策

実施箇所（右岸全景）

実施箇所（左岸堤外地側）

右岸整備状況（H30.1.11時点）

荒川

荒川

荒川

荒川

実施箇所(堤防天端舗装)

左岸側着手前

荒川堤防の高さ確保

事業箇所（左岸全景）
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 堤防天端の保護（堤防天端の舗装）による「危機管理型ハード対策」を熊谷市明戸地先で実施した。

舗装済み

１） 危機管理型ハード対策

• 堤防天端の保護、裏法尻の補強【取組３】

H２９熊谷管内上流維持管理工事 明戸工区天端保護工 整備状況

NO.10 対策後

NO.22
対策後

ドローン撮影(対策後)対策前

対策前

実施箇所（明戸工区）



 堤防裏法尻の補強による「危機管理型ハード対策」を都幾川左岸6.0k付近で実施した。

実施箇所（都幾川左岸6.0k付近）

１） 危機管理型ハード対策

• 堤防天端の保護、裏法尻の補強【取組３】

整備状況

実施位置

全景 (裏法尻補強地点)

対策後

対策後

対策前

対策前 対策後

14
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• 雨量・水位などの観測データおよび洪水時の状況を把握・伝達するための基盤整備・拡充
(危機管理型水位計やCCTVカメラの設置等)【取組４】

１） 避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤などの整備

危機管理型水位計サイト「川の水位情報」

危機管理型水位計の写真
（上段：接触型、下段：非接触型）

荒川右岸34.0k 朝霞市

小畔川2.8k（精進場橋）川越市
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• 雨量・水位などの観測データおよび洪水時の状況を把握・伝達するための基盤整備・拡充
(危機管理型水位計やCCTVカメラの設置等)【取組４】

１） 避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤などの整備

小畔川2.8k（精進場橋）川越市

水系 河川 KP 左右 住所（～市町村） 住所（町丁目字～）

1 荒川 荒川 34.0 右 埼玉県朝霞市 上内間木地先 治水橋

2 荒川 荒川 37.2 右 埼玉県志木市 宗岡地先 治水橋

3 荒川 荒川 53.2 右 埼玉県比企郡川島町 山ヶ谷戸地先 熊谷

4 荒川 荒川 58.8 右 埼玉県比企郡吉見町 久保田新田地先 熊谷

5 荒川 荒川 63.3 左 埼玉県鴻巣市 糠田地先 熊谷

6 荒川 荒川 64.0 左 埼玉県鴻巣市 糠田地先 熊谷

7 荒川 荒川 70.4 左 埼玉県熊谷市 久下地先 熊谷

8 荒川 入間川 0.5 右 埼玉県川越市 古谷上地先 菅間

9 荒川 入間川 5.3 左 埼玉県比企郡川島町 出丸中郷地先 菅間

10 荒川 入間川 10.2 右 埼玉県川越市 福田地先 小ヶ谷

11 荒川 入間川 11.0 左 埼玉県川越市 平塚地先 小ヶ谷

12 荒川 越辺川 0.2 右 埼玉県川越市 平塚地先 入西

13 荒川 越辺川 0.8 左 埼玉県比企郡川島町 伊草地先 入西

14 荒川 越辺川 10.4 左 埼玉県東松山市 田木地先 入西

15 荒川 越辺川 13.8 左 埼玉県比企郡鳩山町 石坂地先 入西

16 荒川 小畔川 2.8 左 埼玉県川越市 下小坂地先 八幡橋

17 荒川 都幾川 0.4 右 埼玉県東松山市 正代地先 野本

18 荒川 都幾川 6.0 左 埼玉県東松山市 葛袋地先 野本

19 荒川 高麗川 0.0 右 埼玉県坂戸市 上吉田地先 坂戸

20 荒川 高麗川 3.3 右 埼玉県坂戸市 浅羽地先 坂戸

21 荒川 高麗川 5.5 右 埼玉県坂戸市 萱方地先 坂戸

22 荒川 荒川 48.3 左 埼玉県上尾市 平方地先 治水橋

No.
河川 位置 受持観測所

（「観測所」は不要）

危機管理型水位計設置箇所
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• 情報伝達手段の改善【取組５】
 平成30年度末時点で上尾市・松伏町等多くの市町が防災行政無線のデジタル化に移行。
 桶川市・三芳町等、多くの市町で新たな情報伝達手段としてYahoo!防災速報、SNS（フェイスブック、ツ
イッター等)、Lアラート、登録制メールを用いた災害時の情報発信手段を整備・運用。

 上尾市では、防災行政無線のデジタル化の更新に伴い、電話応答サービスを導入。
 桶川市では、市内公共施設に下記画像をポスターとして掲示するほか、年に１度市広報誌へ登録を
促す記事を掲載。

 三郷市では、国土交通省関東地方整備局で実施している緊急速報メールを活用した洪水情報のプッ
シュ型配信を開始。

１） 避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤などの整備

電話応答サービス(上尾市)緊急情報の配信(三芳町)防災情報メールの配信(桶川市)



１） 避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

18

• 水防活動を支援するための新技術を活用した水防資機材等の配備【取組６】
 「水防活動を支援するための新技術を活用した水防資機材等の配備」に関する情報収集・共有として『荒川水防新技術

見学会』を、昨年度に引き続き開催。

 なお、平成30年度は水のうなどの新技術の展示・技術紹介に加え、実際の現場にてこれら水防技術を活用するために必

要な水防技能の習得を目的とした”水防技能訓練”も実施。

 自治体の防災担当者、災害協定業者など約８０名が参加。今後の水防新技術導入へ向けての一助となった。

荒川水防新技術見学会の開催状況



• 水防活動を支援するための新技術を活用した水防資機材等の配備【取組６】

 志木市では、平成29年度に4台、平成30年度に2台、計6台のエンジンポンプを配備。

 新座市では、市民の方が自由に使用できるよう、まちなかに土のうステーションを設置し、自助によ

る水防活動を支援。

１） 避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

19

 エンジンポンプの配備(志木市)
配備年数：平成２９年度 ４台

平成３０年度 ２台
合計 ６台

排水能力：毎分３０.０㎥
ポンプ種別： 全６台ETS形自吸式エンジンポンプ

 土のうステーションの設置 (新座市)
平成３０年度に土のうステーションを１基購入し、
計３か所となった。

配備したエンジンポンプ(志木市)

設置した土のうステーション(新座市)



• 浸水時においても災害対応を継続するための施設整備および自家発電装置の耐水化等【取組８】

 川口市では、水害時の水損リスクに配慮し、新庁舎の自家発電装置を含め電気室等の主要な基幹

設備に係る諸室を最上階に配置する。 稼働時間は最大７２時間。

 吉川市では、市役所新庁舎建設に伴に自家発電装置を屋上に設置。

 吉見町では、庁舎に隣接する車庫棟屋上に蓄電池を備えた太陽光パネルを設置済み（H28）。

 宮代町では、役場の非常用電源設備について、浸水発生時でも継続して使用できるように庁舎の2

階程度の高さまでかさ上げを実施。

１） 避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

20

 自家発電装置の屋上設置(吉川市)
・非常用電源５００KVA
・燃料：軽油、燃料消費量約１２０．５L／hr
・地下燃料タンク１万リットル（７２H対応）

 非常用電源設備のかさ上げ (
宮代町)

自家発電装置の屋上設置(吉川市) 非常用電源設備のかさ上げ(宮代町)



• 河川防災ステーションの整備や堤防天端上の車両交換場所等の整備【取組９】

１） 避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

21

 さいたま市の西遊馬地区に水防活動のため

の資材を備蓄するなど災害復旧活動を行うた

めの基地となる“西遊馬地区河川防災ステー

ション”の

整備を実

施中。

完成予想図（洪水時）

さいたま市西区

整備中（H31.1時点）整備中（H31.3時点）

実施箇所



２）ソフト対策の主な取組

22
22
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２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

・ 気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の情報入手のしやすさサ
ポート） 【取組１２】

 気象庁では、気象庁HPを更新した。また、スマートフォン向けトップページを新設した。

気象庁HPの更新(気象庁)
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 ふじみ野市の事例
• 平成２９年度に、㈱ジェイコムさいたま東上局及
び㈱ジェイコム北関東川越局と防災行政無線で

放送する情報の提供について覚書を取り交わ

した。

• 契約者は、平成２９年１０月２日（月）より防災行
政無線放送をJ:COM防災情報端末で受信でき

る。

 羽生市の事例
• テレ玉 市町村データ放送サービスを開始。

市報ふじみ野平成29年9月号(ふじみ野市)

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 災害時の情報発信における地元メディアとの連携【取組１３】

市町村データ放送サービス(羽生市)

 三芳町の事例
• 特定非営利活動法人 安心安全ネットワークき

ずなとの災害協定締結による、自治体からの

緊急情報の発信。
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 さいたま市の事例
• 「さいたま市水位情報システム」では、市内で観
測している水位情報やカメラ画像を提供。

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実【取組１4】

さいたま市水位情報システム(さいたま市)

 ふじみ野市の事例
• 避難所となる学校・公民館、その他の公共施
設等に、IP電話を配備し、専用無線により、

設置された施設間で音声通話が可能。

• TV会議システム及びモニターを市役所本庁
舎及び大井総合支所災害対策室に配備し、

市役所と大井総合支所間でTV会議システム

により情報共有等を図る。

市役所

学校等

（避難所）

公共施設

公共施設

学校等

（避難所）

学校等

（避難所）大井総合支所

無線LAN（IP電話）を配備(ふじみ野市)
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 伊奈町の事例
• 荒川及び利根川に洪水予報（氾濫発生情報）
が発令された際の緊急連絡網を作成し、迅速

かつ確実に情報周知ができるよう事務所内に

掲示。

• 河川事務所や気象台等とのホットラインを防災
担当職員に周知することで、誰もが迅速な対応

が図れるよう体制作りを図る。

• 電話回線等が不通になった場合に備え、防災
用IP無線を関係部署に配備し、非常時の情報
伝達体制を整備。

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実【取組１4】

緊急連絡網(伊奈町)

 春日部市の事例
• H30.11.18(日)に春日部市災害時医療救護訓練
を実施。

• 災害医療本部との伝達訓練においては、救急
車の手配や傷病者数の報告などを行い、災害

時のおいても本部との連携がスムーズに行え

るような訓練を実施。

災害時医療救護訓練 (春日部市)
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 川口市の事例
• 平成29年度から川口市災害情報システム(Kdis)
を災害対策本部訓練に導入。

• 平成２９年度から実災害において運用し、被害
情報などの情報収集や共有の迅速化が図られ
、災害対応に効果を発揮。

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実【取組１4】

川口市の事例

 東松山市の事例
• 市内の各施設にMCA無線機を設置しており定
期的に通信試験を実施。

東松山市の事例

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 H27.1

No. 種別 施設名 無線番号 一斉
全
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

市役所

Ｇ

松山

Ｇ

大岡

Ｇ

唐子

Ｇ

高坂

Ｇ

野本

Ｇ

丘陵

Ｇ

平野

Ｇ

福祉避難

Ｇ
個別 備考

1 避難所 市の川小学校 0001 - ○ ○ ○

2 避難所 東松山特別支援学校 0002 - ○ ○ ○

3 避難所 松山高等学校 0003 - ○ ○ ○

4 避難所 松山中学校 0004 - ○ ○ ○

5 避難所 松山第一小学校 0005 - ○ ○ ○

6 避難所 東松山市民体育館 0006 - ○ ○ ○

7 避難所 新明小学校 0007 - ○ ○ ○

8 避難所 東中学校 0008 - ○ ○ ○

9 避難所 新宿小学校 0009 - ○ ○ ○

10 避難所 松山女子高等学校 0010 - ○ ○ ○

11 避難所 北中学校 0011 - ○ ○ ○

12 避難所 松山第二小学校 0012 - ○ ○ ○

13 避難所 大岡小学校 0013 - ○ ○ ○

14 避難所 青鳥小学校 0014 - ○ ○ ○

15 避難所 唐子小学校 0015 - ○ ○ ○

16 避難所 唐子地区体育館 0016 - ○ ○ ○

17 避難所 南中学校 0017 - ○ ○ ○

18 避難所 高坂小学校 0018 - ○ ○ ○

19 避難所 白山中学校 0019 - ○ ○ ○

20 避難所 大東文化大学　緑山キャンパス（旧緑山小学校） 0020 - ○ ○ ○

21 避難所 桜山小学校 0021 - ○ ○ ○

22 避難所 野本小学校 0022 - ○ ○ ○

30 避難所 北地区体育館 0023 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

31 避難所 南地区体育館 0024 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

32 帰宅困難者避難所 東松山市立図書館 0025 - ○ ○

33 帰宅困難者避難所 高坂図書館 0026 - ○ ○

23 一時避難場所 松山市民活動センター 0101 - ○ ○ ○

24 一時避難場所 大岡市民活動センター 0102 - ○ ○ ○

25 一時避難場所 唐子市民活動センター 0103 - ○ ○ ○

26 一時避難場所 高坂市民活動センター 0104 - ○ ○ ○

27 一時避難場所 野本市民活動センター 0105 - ○ ○ ○

28 一時避難場所 高坂丘陵市民活動センター 0106 - ○ ○ ○

29 一時避難場所 平野市民活動センター 0107 - ○ ○ ○

34 病院 東松山市立市民病院 0201 - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

35 福祉避難所 市民福祉センター 0301 - ○ ○ ○

36 福祉避難所 総合福祉エリア 0302 - ○ ○ ○

37 福祉避難所 市民健康増進センター 0303 - ○ ○ ○

38 福祉避難所 すわやま荘 0304 - ○ ○ ○

39 福祉避難所 年輪福祉ホーム 0305 - ○ ○ ○

40 福祉避難所 東松山ホーム 0306 - ○ ○ ○

41 福祉避難所 わかばの丘 0307 - ○ ○ ○

42 福祉避難所 むさしの青年寮 0308 - ○ ○ ○

43 福祉避難所 ひがしまつやま寿苑 0309 - ○ ○ ○

44 本部 災害対策本部①（危機管理課） 0991 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

45 本部 災害対策本部②（危機管理課） 0992 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

46 本部 災害対策本部（危機管理課） 0999 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東松山市　移動系デジタルMCA無線機　無線番号表



○気象情報の収集
○道路冠水危険地域の状況把握

災害対策本部設置
○避難所の設置 ○避難情報の広報
○気象情報・河川水位等情報収集
○ポンプ・土のう設置等対応
○危険箇所の現場確認 ○被害箇所の記録
○要配慮者利用施設等の情報収集・現場確認
○被害状況報告

総括担当者会議開催
○気象情報・河川水位等情報収集 ○ポンプ確認
○道路冠水危険地域状況把握・封鎖準備

気象・水象情報 富士見市荒川上流河川事務所 市民・自主防災組織等

※1 洪水予報は気象庁予報部と関東地方整備局の共同発表となります。
※2 ホットラインによる助言の要請はタイムラインに示されたタイミングだけではありません。

-48h

-72h

-24h

◇暴風警報発表

○施設（ダム・水門・洪水機械等）の点検・操作確認
○災害対策機械の点検・準備
○災害対策用資機材・復旧資 機材等の確保
○リエゾン体制の確認
○協力機関の体制確認

氾濫注意水位到達
荒川治水橋水位観測所（7.50m）
入間川菅間水位観測所（8.00m）

堤防天端水位到達・越流

水防警報（待機・準備）

洪水予報（氾濫注意情報） 水防警報（出動）

洪水予報（氾濫警戒情報）

洪水予報（氾濫危険情報）

洪水予報（氾濫発生情報）

緊急復旧、堤防調査委員会設置

準備体制 第２配備

警戒体制 第１配備

警戒体制 第２配備

非常体制

避難勧告発令

高齢者等避難開始

避難開始

※台風上陸
○ホットライン（熊谷地方気象台長）

◇大雨特別警報発表

※気象・水象情報に関する発表等のタイミング
については、地域・事象によって異なります。

※洪水の発生原因は台風に限らない。

【注意体制】

【警戒体制】

【非常体制】

○水門、樋門、排水機場等の操作

○応援体制の確認・要請（防災エキスパート等）
○出水時点検（巡視） ○水防警報（指示）
○CCTVによる監視強化 ○水位予測情報

※氾濫危険水位を超える予測の場合など

○避難所対応・情報収集
○避難情報の広報
○気象情報・河川水位等情報収集
○各地被害状況調査
○被害現場対応

-18h

-3h

-4h

0h

レ
ベ
ル
１

レ
ベ
ル
２
（
注
意
）

レ
ベ
ル
３
（
警
戒
）

レ
ベ
ル
４
（
危
険
）

レ
ベ
ル
５

◇台風予報
○台風に関する埼玉県気象情報（随時）
○台風に関する気象庁記者会見
○大雨注意報・洪水注意報発表
◇台風に関する気象庁記者会見
○大雨警報、洪水警報の発表

○ホットライン

○リエゾンの派遣

○災害対策機械の派遣

○緊急速報メール

○緊急速報メール

○浸水想定区域外の避難所全開設
○避難所対応
○避難情報の広報
○避難誘導の実施
○県・自衛隊等への支援要請

○記者発表（決壊・氾濫）
○被害状況の把握
（ヘリコプター等による迅速な状況把握）
○避難開始発表の報告（埼玉県・荒上）
〇TEC-FORCEの活動
〇被害状況・調査結果等の公表

○テレビ、ラジオ、インターネット等
による気象警報等の確認

○ハザードマップ等による避難所・
避難ルートの確認

○防災グッズの準備
○災害・避難カードの確認
○自宅保全

○防災無線、携帯メール等による
避難指示・避難勧告の受信

避難完了

最終的な危険回避行動

避難解除

○ホットライン

○漏水・浸食情報提供

○テレビ、インターネット、携帯
メール等による大雨や河川の
状況を確認

○防災無線、携帯メール等によ
る避難準備情報の受信

水防団待機水位到達
荒川治水橋水位観測所（7.00m）
入間川菅間水位観測所（7.00m）

避難判断水位到達
荒川治水橋水位観測所（12.10m）
入間川菅間水位観測所（11.50m）

氾濫危険水位到達
荒川治水橋水位観測所（12.60m）
入間川菅間水位観測所（12.00m）

準備体制 第１配備

富士見市洪水対応タイムライン（荒川、入間川）

○避難準備（要配慮者以外）

災害対策本部設置準備
○気象情報・河川水位等情報収集
○危険箇所の現場確認

○水害地域の町会長・防災会長・要配慮者等施設・学校
への連絡等 ○ポンプ等機材配備

避難準備・高齢者等
避難開始発令

避難指示（緊急）発令
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 越谷市、富士見市、伊奈町、寄居町、杉戸町においてタイムラインを作成。

• 氾濫流の広域拡散を考慮した避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成【取組１６】

洪水対応タイムライン (富士見市）

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

 越谷市の事例
• 荒川本川の氾濫危険箇所は左岸65.2kであり、
破堤した場合、２４時間後から４８時間後にか
けて氾濫流が到達すると想定。

• このため、氾濫発生から避難行動を開始しても
浸水するまでに避難完了が十分可能であるた
め、タイムラインは広域拡散型とし、「避難準備
・高齢者等避難開始」及び「避難勧告」発令判
断の目安を氾濫発生時とした。

洪水対応タイムライン(越谷市)

 富士見市の事例
• 平成30年3月、富士見市地域防災計画の改定
に合わせて作成。

• 有事の際は洪水タイムライン、洪水対応時系列
マニュアルを参考に対応。
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 越谷市、富士見市、伊奈町、寄居町、杉戸町においてタイムラインを作成。

• 氾濫流の広域拡散を考慮した避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成【取組１６】

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

 伊奈町の事例
• 伊奈町においては荒川が決壊し、氾濫水が到
達するまでに約12時間の時間的猶予があると
予測されているため、広域拡散型のタイムライ
ンを作成した。

洪水対応タイムライン(伊奈町)

洪水対応タイムライン (寄居町）

荒川の洪水を対象とした避難勧告の発令等に着目した（防災行動計画）【寄居町】

荒川上流河川事務所 事業者等寄居町気象・水象情報

消防団待機水位到達
寄居水位観測所（水位5.0m）

水防警報（待機・準備）

氾濫注意水位到達
寄居水位観測所（水位6.0m）

第一次防災体制

避難判断水位到達
寄居水位観測所（水位9.0m）

洪水予報（氾濫注意情報）

洪水予報（氾濫警戒情報）

氾濫危険水位到達
寄居水位観測所（水位10.0m）

洪水予報（氾濫危険情報）

水防警報（出動）

○消防団指示

第二次防災体制

第三次防災体制

第四次防災体制

○ホットライン
赤浜地区（下耕地地区
のみ）避難勧告

赤浜地区（下耕地地区
のみ）避難準備

○1時間ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

○避難所開設

堤防天端水位到達・越流 洪水予報（氾濫発生情報）
赤浜地区（下耕地地区のみ）

避難指示（緊急）

避難完了

○大雨警報・洪水警報発表

○台風に関する気象庁記者会見

氾濫発生

※避難勧告等に関するガイドライン（内閣府：平成29年1月）を参考に作成。また、都道府県からの情報もあるが、割愛している。
※時間経過や対応項目については、対象となる河川や自治体の体制及び想定する気象経過に応じた検討が必要である。

○避難が必要な状況が夜間・早朝の
場合は、避難準備情報の発令判断

○必要に応じ、助言の要請

○施設（調節池・水門・排水機場等）の点検・操作確認

○連絡要員の配置

○管理職の配置

避難開始

○首長若しくは代理者の登庁（災対本部の設置）

○リエゾンの派遣

○巡視・水防活動状況報告

○体制の確認等

○水防警報（指示）

緊急復旧、堤防調査委員会設置

○事業者に洪水予報伝達

○災害対策機械の派遣要請
○災害対策機械の派遣

◇台風予報-72h

-48h

-24h

-17h

-4h

0h

◇大雨特別警報発表

○災害対策機械の点検・準備

○リエゾン体制の確認

○協力機関の体制確認

○出水時点検（巡視）

-3h

○テレビ、ラジオ、インターネット等に
よる気象警報等の確認

○防災無線、携帯メール等による避
難準備情報の受信

○避難の準備（要配慮者以外）

○テレビ、インターネット、携帯メール
等による大雨や河川の状況を確認

○防災無線、携帯メール等による避
難指示・避難勧告の受信

○CCTVによる監視強化

【注意体制】

【警戒体制】

【非常体制】

○水門、樋門、排水機場等の操作

○応援体制の確認・要請（防災エキスパート等）

○漏水・侵食情報提供

○被害状況の把握
（ヘリコプター等による迅速な状況把握）
○TEC-FORCEの活動
○被害状況・調査結果等の公表

○消防団等への注意喚起

○自衛隊への派遣要請

○避難者への支援

○ハザードマップ等による避難所・避
難ルートの確認

避難解除

※台風上陸

◇暴風警報発表

※気象・水象情報に関する発表等のタイミング
については、地域・事象によって、異なります。
※洪水の発生要因は台風に限らない。

○災害・避難カードの確認

○防災グッズの準備

○自宅保全

◇台風に関する埼玉県気象情報（随時）

○大雨注意報・洪水注意報発表

○大雨特別警報の事業者への周知

◇台風に関する気象庁記者会見

○ホットライン（熊谷気象台）

最終的な危険回避行動

○ホットライン

○記者発表（決壊・氾濫）

○災害対策用資機材・復旧資機材等の点検・確認

○水位予測情報

○荒川上流洪水対策計画書の確認、準備

○洪水浸水想定区域図、ハザードマップの確認、準備

○関係機関、住民への注意喚起

○避難所開設の準備

○災害備蓄品の確認

○事業者に洪水予報伝達

○事業者に洪水予報伝達

○事業者に洪水予報伝達

○防災行政無線、エリアメール等による情報伝達

○防災行政無線、エリアメール等による情報伝達

○防災行政無線、エリアメール等による情報伝達

○10分ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

○避難準備・高齢者等避難開始発表の報告（埼玉県、荒上）

※氾濫危険水位を超
える予測の場合等

○緊急速報メール

○緊急速報メール

○避難勧告発表の報告（埼玉県、荒上）

○避難指示発表の報告（埼玉県、荒上）

※支川は-2h

洪水対応タイムライン (杉戸町）
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２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練【取組１７】

オペレーションルーム

洪水警報危険度分布

 気象庁の事例（さいたま市水害対策図上訓練への参加）
• 目的
荒川の越水が見込まれる際の迅速かつ円滑な災害応急
対策の実施を通じ、災害対応力の強化及び市職員の災
害イメージ形成を図る。

• 参加機関
さいたま市、荒川上流河川事務所、熊谷地方気象台、陸
上自衛隊、埼玉県、埼玉県警察本部、さいたま市警察部

• 実施日時
平成31年1月23日(水)

• 想定シナリオ
台風接近に伴い、前線の活動が活発化し、大雨を降らせ
ている。訓練開始時までに台風は通過したが、次の台風
が日本列島に接近している。

• 気象台の役割
・統制部（コントローラー）で参加
・洪水警報の危険度分布の提供
・今後の予想雨量等の助言

気象庁の事例（さいたま市水害対策図上訓練への参加）
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２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練【取組１７】

 戸田市の事例
• 戸田市水害避難訓練ｉｎ美女木小学校の開催
高層階への避難や要配慮者の避難支援を実践した。また、降雨体験車やポンプ車、照明車等の展

示や水害に関する説明会も実施。

 荒川下流河川事務所の事例
• 荒川下流タイムライン（拡大試行版）の改善に向けた机上訓練の実施
「荒川下流域を対象としたタイムライン専門部会」において、出水期に運用を行った荒川下流タイム

ライン（拡大試行版）を活用した振り返り訓練を実施。

荒川下流域を対象としたタイムライン専門部会 専門部会で行った机上訓練の様子① 専門部会で行った机上訓練の様子②

避難訓練の様子
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２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練【取組１７】

 朝霞市の事例
• 災害対策本部指揮訓練の実施
平成２９年５月１５日、荒川の浸水想定区域や土
砂災害警戒区域における影響範囲の確認、避難
勧告等の発令時の取るべき対応等をシミュレーシ
ョンし、職員の対応能力の向上を図るため、災害
対策本部指揮訓練を実施。

 白岡市の事例
• 平成３０年度白岡市災害対策本部設置訓練の
実施
平成３０年７月２３日、平成３０年度白岡市災害
対策本部設置訓練を実施。

災害対策本部指揮訓練(朝霞市)

災害対策本部設置訓練(白岡市)
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 想定最大規模降雨に対応したハザードマップの作成・周知を実施。(羽生市、戸田市、三郷市、鶴ヶ

島市、鳩山市、富士見市)

災害を「我が事」として考える本(戸田市)

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 想定最大規模降雨に対応したハザードマップの作成・周知【取組２０】

富士見市防災ハンドブック(富士見市)

 戸田市の事例
• 荒川の想定最大規模降雨に対応した想定浸
水区域図を掲載した”災害を「我が事」として
考える本”を作成し、市内全家庭に配布。ま
た、転入者にも随時配布している。

 富士見市の事例
• 平成30年4月に「富士見市防災ハンドブック」
発行。平成30年7月に広報紙の配布に合わ
せ、全戸配布を実施。



２）① 浸水リスク情報の周知、避難行動支援
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• 広域避難計画の策定、市町村間の協定締結【取組２１】

 行田市の事例
• 平成31年2月4日、3市3町（群馬県板倉町、千
代田町、明和町、埼玉県加須市、羽生市、行田
市）による「災害時における利根川両岸3市3町
相互応援に関する協定」を締結。

• この協定は、3市3町において災害が発生した
場合に、資機材・物資の提供、被災者の一時
受け入れなどについて相互に応援協力するこ
とを目的とした。

 白岡市の事例
• 平成30年3月13日、千葉県君津市と「災害時相
互応援協定」を締結した。

行田市の事例 白岡市の事例
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 民間企業と協定を締結し、電柱広告の一部に市の防災情報等を掲載(新座市・宮代町・毛呂山町)。

 設置済みの避難場所案内看板について、洪水への対応等、災害種別ごとの対応を追記(新座市)。

宮代町の事例

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 住民に水害リスクをわかりやすく伝える「まるごと、まちごとハザードマップ」の推進【取組２２】

毛呂山町の事例

新座市の事例

 宮代町の事例
• 東電タウンプランニングと協定を結び、町内
電柱に過去の洪水被害についての広告看板
を設置した。

 毛呂山町の事例
• 東電タウンプランニングとの協定により、広告
主を募集し、避難所への経路等を記載した看
板を製作した。

 新座市の事例
• 災害対策基本法第４９条の４第１項に基づき
、「異常な現象の種類ごとに」指定緊急避難
場所を指定。

• 洪水浸水想定区域内であり、洪水時に使用
しない避難場所の案内看板に対し、内閣府
が設定した規格に基づく表記を行っている。
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説明会の様子(熊谷市)

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 要配慮者利用者施設の避難計画の作成および訓練の支援【取組２３】

 熊谷市の事例
• 平成２９年８月、浸水想定区域内の要配慮者
利用施設を対象に、水防法改正に伴う避難
確保計画の施設説明会を実施。

 春日部市の事例
• 平成３１年１月１５日と２０日に、浸水想定区
域内にある市内の要配慮者利用施設の管理
者などを対象とした、「洪水時の避難確保計
画作成等に係る説明会」を開催。

説明会の様子(春日部市)

当日の資料
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 川越市の事例
• 浸水想定区域内にある要配慮者利用施設

の管理者等を対象として、避難確保計画の

「作成ポイントがわかる講習会」を開催し、

計画の作成から市への提出終了までを支

援。

• 講習会は平成30年11月5日(月)の前期講習
会（座学）と平成30年11月26日(月)の後期

講習会（ワールドカフェ）の2回を実施。

• 前期講習会では、 91施設(110名)を対象に
地域の水害特性・防災情報の入手方法、計

画作成時のポイント等を説明。

• 後期講習会（ワールドカフェ）は、 61施設(64
名)を対象に避難確保計画の内容の充実を

図ることを目的として、他の施設の参加者と

活発な意見交換を行い、計画作成上の問

題点や課題、良い取組（知恵）等を共有。

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

川越市の事例

• 要配慮者利用者施設の避難計画の作成および訓練の支援【取組２３】

・前期講習会

説明会時の様子

・後期講習会

ワールドカフェの開催状況
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八潮市の事例

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 避難場所の絶対数が不足する地域における既存施設の避難場所としての活用【取組２４】

 久喜市の事例

洪水時の一時避難施設としての使用について民間

企業と協定を締結した。

久喜市の事例

・協定先

・株式会社ラウンドワンスタジアム さいたま・栗橋店

・イオンリテールストア株式会社イオン東鷲宮店

 八潮市の事例

洪水災害時に民間企業の建物を住民が緊急一時

避難所として利用することに承諾を得た。

町会名 協力企業名 締結年月日

1 西袋町会 八潮幼稚園 H28.12.19

2 西袋町会 ヨネックス株式会社 H28.12.19

3 西袋町会 コーワ株式会社 H29.5.26

4 柳之宮町
会

コーワ株式会社 H29.5.26

5 浮塚町会 第一プラザ八潮 H27.11.10

洪水災害時における緊急一時避難所に関す

る協力書締結一覧

協定書(株式会社ラウンドワンスタジアム さいたま・栗橋店)
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 坂戸市の事例

• 平成30年11月24日（土）に「さかど水防災セ
ミナー」を開催。

• 自主防災組織、一般参加者、来賓等で合計
173名が参加。荒川上流河川事務所職員や

気象予報士による講演を行ったほか、平成

30年10月に坂戸市が導入した排水ポンプ車

を使用し、市民プールで排水デモンストレー

ションを実施。

 深谷市の事例

• 市長による自治会役員を対象にした『市長と語る
集い』におけるハザードマップを基にした講座を実

施。全１２回参加自治会役員５１０名。

• 講座依頼のあった自主防災会、民生委員に『深谷
市洪水・内水ハザードマップ』を基に、浸水区域、

避難情報などの説明を実施。

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 水防災に関する説明会の開催【取組２５】

坂戸市の事例 深谷市の事例

講演の様子

排水ポンプ車 排水
デモンストレーション 防災講座の様子
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２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 水防災に関する説明会の開催【取組２５】

 和光市の事例

・平成31年3月27日（水）に「水害からみをまもる講

演会」を開催。

・避難の判断に必要な情報収集や避難のしかたに

ついて知り、自ら考え行動できるよう、本当に役立

つ防災の技や知恵を分かりやすくレクチャーした。

 松伏町の事例

松伏町では、市民対象の出前講座を通した水防災

意識の啓発を行っている。

開催日 対象者 参加者

７月 １日（日） 自治会・自主防災会 ４０人

７月１９日（火） 自主防災会 ２０人

８月２６日（日） 自治会 １５人

１１月１８日（日） 自治会 ３０人

２月 ８日（土） 自治会 ２５人

２月１２日（火） 学童クラブ指導員 ３１人

合計 １６１人

和光市の事例 松伏町の事例
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 学校の教員を対象とした講習会の実施(熊谷市、吉川市、蕨市、朝霞市)
 地元（川口市・蕨市・戸田市）の教職員を対象とした防災研修会を実施(荒川下流河川事務所)

・地元（川口市・蕨市・戸田市）の教職員を対象とした防災研修会
防災教育の一環として、各地域において脅威（きょうい）となる災
害のひとつである水防災に焦点をあて、荒川が氾濫した場合に
起こりうる水災害の想定、国土交通省の役割、命を守るための自
助共助の大切さとその方法や留意点、児童生徒への指導のあり
方などについて実際に教育の場で働かれている学校教員（先生
）を対象に水災害に対する意識向上を目的とした防災研修会を３
つの市にて実施した。

教員向け減災研修会(吉川市)

２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 教員を対象とした講習会の実施【取組２６】

防災研修会の実施(荒川下流河川事務所)

・教員向け減災研修会(吉川市)
災害対策について経験豊富な講師を招き、地震と水害について災
害図上訓練を通じて、地域の特性を理解することで、減災意識の
普及、啓発に役立て、児童及び生徒の災害に対する意識を育てる
ことを目的とする。

年度 開催日時 内容・講師等 会場
参加者
数

H28 H28.11.29(火)
15:00～17:00

各小中学校教職員対象

災害図上訓練 地震編・水害
編

災害対策研究会代表 宮本
英治

美南小学校

多目的室
9人

H29 H29.9.28(木)
14:30～16:30

各小中学校教職員対象

災害図上訓練 地震編・水害
編

災害対策研究会代表 宮本
英治

旭地区
センター

２階会議室

16人

H30 H30.10.5(金)
14:30～16:30

各小中学校教職員対象

災害図上訓練 地震編・水害
編

災害対策研究会代表 宮本
英治

おあしす

セミナー
ルーム４

10人

教職員を対象とした防災研修会【川口市】 教職員を対象とした防災研修会【蕨市】

教職員を対象とした防災研修会【戸田市】
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２）① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

• 小学生を対象とした防災教育の実施【取組２７】

 越谷市の事例

１．越谷市立城ノ上小学校

（１）日 時 平成３１年２月６日（水）９：００～１０：２０
（２）概 要 災害発生時における児童の安全確保、
初動期の職員の対応並びに地域との連携をねらい
として、「災害への備え」、「避難所運営」をテーマとし
て講話を行った。
（３）参加者 全校児童６０７名、教職員３０名、

地域住民若干名

２．ドキドキ防災キャンプ（越谷市子ども会育成連
絡協議会主催）

（１）日 時 平成３０年８月４日（水）１３：００から
８月５日（木）１２：００まで

（２）概 要 災害時に自分の命は自分で守ること
ができるよう、「防災」をテーマとして講話を行った。
（３）参加者 小学校５・６年生、中学生 計７５名

越谷市の事例
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２）② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

• 出前講座等を活用した講習会の実施【取組２８】

 加須市の事例
●目 的
関係機関と連携した防災教育を効果的に展開するために、学校現場で活用できる教材について知るとともに

、子どもたちを守る当事者としての意識を高め、防災教育の充実を図る。
●日 時 平成３０年８月２２日（水）午前９時１５分～正午
●場 所 大利根水防センター
●研修内容
(1) 講話
「効果的な防災教育の推進～関係機関と連携した取組の充実に向けて～」
講師 国土交通省関東地方整備局利根川上流河川事務所防災対策課長

(2) 体験活動 降雨体験車・自然災害体験車
●参加対象 市立各小・中学校から教職員１名、保護者・学校応援団等１名
●研修会の様子

加須市の事例
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２）② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

• 出前講座等を活用した講習会の実施【取組２８】

 久喜市の事例

１．日 時 平成３０年１月２８日（日） １３時３０
分開演
２．場 所 栗橋文化会館（イリス）ホール
３．内 容 講演「大規模水害から犠牲者ゼロを
達成するために
～久喜市における水害避難を考える～」
講 師 片田 敏孝 氏
東京大学大学院情報学環 特任教授
４．参加状況 ３１２人（会場４７６席、65.5％）
※自主防災組織、行政区、コミュニティ協議会

、一般の市民の方々

 杉戸町の事例

地域の防災訓練の第２部として「洪水対応タイムラ

イン」を利用した講座の実施

 草加市の事例

危機管理課では、町会・自治会を中心に年間３０回

程度防災講演会を実施し、防災全般、ハザードマッ

プの読み方、水害等の多様なメニューで市民の防災

力向上に努めている。

久喜市の事例

杉戸町の事例

草加市の事例

講演会の様子

講座の様子

講演会の様子
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２）② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

• 水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検【取組２９】

 坂戸市の事例
• 平成30年6月6日（水）、坂戸市萱方地先、浅羽地先、中里地先において平成３０年度 重要水防箇
所共同巡視を実施。

• 関係機関、地元関係者（区・自治会長、自主防災組織代表者など）合計４０名が参加し、坂戸市萱方
地先、浅羽地先、中里地先の巡視を実施。地元関係者は、重要水防箇所に関する質問だけでなく、
水防全般に関する質問や意見等を関係機関に投げかけていた。

坂戸市の事例
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２）② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

• 水防団強化を目的とした、広報の充実（水防団確保）、水防団間での連携・協力に関する検討及び関
係機関が連携した実働水防訓練の実施【取組３０】

 平成30年7月14日、荒川北縁水防事務組合による水防演習を実施 (熊谷市、行田市、鴻巣市)。
・期日 平成３０年７月１４日（土）
・場所 鴻巣市糠田地先荒川左岸堤防
・目的 水防法第３２条の２に基づき、洪水等による水害を警戒し、防御し及びこれによる被害を軽減

するため毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体と水防訓練を実施している。

荒川北縁水防事務組合による水防演習

水防演習の様子(鴻巣市写真提供)
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２）② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

• 水防団強化を目的とした、広報の充実（水防団確保）、水防団間での連携・協力に関する検討及び関
係機関が連携した実働水防訓練の実施【取組３０】

 平成30年7月1日、越辺川・高麗川水害予防組合による水防演習を実施 (坂戸市、越生町、毛呂山
町)。

・期日 平成３０年７月１日（日）

越辺川・高麗川水害予防組合による水防演習

水防演習の様子(毛呂山町写真提供)
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２）② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

• 水防団強化を目的とした、広報の充実（水防団確保）、水防団間での連携・協力に関する検討及び関
係機関が連携した実働水防訓練の実施【取組３０】

 蓮田市の事例

・市総合防災訓練において市内事業者の協力を得て市民参加の土のう作成訓練を実施。

・例年、市総合防災訓練において「土のう作成訓練」を実施。訓練には、各自主防災会から数名ずつ参

加している他、市内の事業者で構成されている「災害対策協力会」の皆様に指導していただき、土のうを

作成。作成した土のうは、市役所で保管し、台風やゲリラ豪雨などの際の水防活動において使用。

・平成３０年８月２６日（日）に開催された「第３９回九都県市合同防災訓練埼玉県会場」においては、ゲリ

ラ豪雨などの大雨による浸水被害を想定した積み土のう工法の体験訓練を実施。

平成２８年度第３４回蓮田市総合防災訓練
「土のう作成訓練」

第３９回九都県市合同防災訓練埼玉県会場
「積み土のう工法訓練」

蓮田市の事例
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２）② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

• 水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定の促進【取組３１】

 ポスターや自治体ホームページにおいて消防団員の募集を実施(志木市、東松山市、北本市)。

 水防団を兼ねる消防団について、広報において特集を行った。また、消防団で作成した埼玉県消防

操法大会出場の映像を市役所で再生した(北本市)。

 荒川左岸水害予防組合の水防計画書において、水防協力団体について記載し、水防管理者として

水防協力団体を募集・指定の促進の為に協力体制等を明確化した(蕨市)。

志木市の事例 東松山市の事例 北本市の事例
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２）② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

• 地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築【取組３２】

 災害時に応急対応業務に関する協定を締結している(鴻巣市、深谷市、北本市、吉見町)。
 鴻巣市の事例

鴻巣市建設業協会と「災害時における応急対策業
務に関する協定」を締結しました。
・とき 平成３０年１０月１７日（水）
・ところ 鴻巣市役所新館 市長応接室
・協定の主な内容
災害時（地震、風水害等）における、応急対策のた
めの活動を迅速に実施することを目的とし実施す
るための協力

 北本市の事例

平成29年10月22日に台風21号により発生した溢
水被害に対し、地域の建設業者の協力を得て対応
した。
（市内の総合建設業協会との防災協定あり。平成
28年1月15日締結）

鴻巣市の事例 北本市の事例

台風21号により発生した溢水被害に対する建設業者の対応の様子



• 既存排水施設、排水ポンプ車等を活用した排水計画の策定【取組３４】

２）③ 一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復のための排水活動の取組
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 (独)水資源機構の事例

・平成28年6月、国土交通省関東地方整備局と独立行政法人水資源機構は「災害時における災害対策
用機材等の相互融通に関する協定」を締結。

・排水計画を支援するため、本協定に基づき相互が保有する災害対策用機材等に係る最新情報の共
有を継続している。

(独)水資源機構の事例



• 既存排水施設、排水ポンプ車等を活用した排水計画の策定【取組３４】

２）③ 一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復のための排水活動の取組
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 荒川上流河川事務所の事例

• 平成30年1月に、代表ブロックを対象とした緊急排水計画(案)を作成。

荒川上流河川事務所の事例

緊急排水計画(案)
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２）③ 一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復のための排水活動の取組

• 排水計画に基づく排水訓練の実施【取組３５】

 (独)水資源機構の事例

・平成２９年１２月及び平成３０年１０月、独立行政法人水資源機構は排水計画を支援するため、機構が
保有する排水ポンプ車等の設営・操作訓練を実施。

(独)水資源機構の事例


